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研究成果の概要：本研究は、災害時要援護者支援を検討するものであり、具体的には、各地方

自治体の要援護者支援体制整備の現況把握、要援護者として通院患者・慢性疾患患者・情報障

害者のニーズ把握、病院・医療サービスの整備に関する調査を実施した。その結果、①自治体

における体制整備は多くの自治体が検討・計画中であること、②通院患者、慢性疾患患者など

医療サービスが必要な者については、発災時および避難生活中の医療の継続が課題であること、

③情報障害者に関しては、文字表示、音声案内、人的な対応での情報保障が必要であること、

④災害時の医療機能維持の観点から病院の環境整備を実施する必要があること、が明らかにな

った。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
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１．研究開始当初の背景 
 本研究は、高齢者、子ども連れの人や子ど
も自身、移動障害・情報障害・認知障害を持
つ人などを含めたあらゆる人にとって、安全
な避難および避難生活を確実なものとする
仕組みを検討するものである。我が国におい
ては、頻発する自然災害の発災時への対応と
して、2006年３月、内閣府により災害時要援
護者避難支援ガイドラインが公表された。し
かし、公表後の災害時において、このガイド
ラインが機能せず、災害時要援護者に該当す

る、高齢者・障害者が犠牲者と報じられるケ
ースが後を絶たない。各自治体は地域事情に
応じた要援護者支援施策の立案に迫られて
いるが、多くの自治体はその方向性を模索し
ているところである。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、前述したような背景を受け、
各自治体における災害時要援護者支援背策
の整備に貢献する要援護者QOL評価法の試案
作成を目的とする。 
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３．研究の方法 
 本研究期間内に実施した研究の方法は以
下の通りである。 
(1) 国および地方自治体に要援護者支援施
策の現状を把握するための調査を実施した。
具体的には、内閣府・東京都・埼玉県へ国お
よび広域自治体の施策の現状把握を目的と
したヒアリング調査および東京都内・埼玉県
内・兵庫県内・新潟県内の市区町村を対象と
したアンケート調査を行った。 
(2) 要援護者の災害時のニーズを把握する
ために当事者へのアンケート調査を実施し
た。具体的には、①平成 18年鹿児島県北部
豪雨災害被災地の外来通院患者への調査、②
災害救助法が適用された自治体に住む関節
リウマチ患者への調査、③情報障害（視覚障
害・聴覚障害）者へのアンケート調査 
(3) 要援護者の受け皿となる施設への調査
を実施した。今回は、災害時の病院における
医療サービスの状況について既存の調査報
告書から考察を行った。 
 
４．研究成果 
(1) 自治体における要援護者支援の現状 
①緒 言 
 近年、我が国において地震・風水害など自
然災害が頻発する状況下で、地域に暮らす高
齢者や障害者・幼児・外国人など災害時に支
援を要する人々への対策の整備が急がれて
いる。本調査は、東京都内・埼玉県内・兵庫
県内・新潟県内の各市区町村を対象として、
災害時要援護者対策の進捗状況の把握を目
的としたものである。首都を擁し900万人の
人口を有する東京都および東京都内へ多く
の通勤・通学者を送り込む埼玉県内の各自治
体および、これまで数々の自然災害への対応
を強いられてきた兵庫県内・新潟県内の各自
治体を調査対象とし、それぞれの自治体の取
り組み状況を把握することによって、より望
ましい防災対策・避難支援制度を検討するこ
とを目的とする。 
②方 法 
 上述した４都県下の各市区町村に、災害時
要援護者対策の現況に関する郵送アンケー
ト調査を実施した。調査票の配布時期は2007
年2-3月、2008年6-8月である。アンケート
の送付に際して、防災担当部局回答分および
福祉関連部局回答分の２部の質問用紙を配
布した。解答に際しては、防災担当部局およ
び福祉関連部局で解答内容を調整の上、質問
用紙１通を回答した自治体およびそれぞれ
の部局で解答した自治体があった。後者は両
部局からの解答内容を１通とみなし集計を
行った。 
③結 果 
 241の自治体配布し132件の解答を得た。 
その内訳は、東京都は39件（回答率62.9%）、 

埼玉県42件（回答率59.1%）、新潟県14件（回
答率20.8%）、兵庫県37件（回答率90.2％）
である。要援護者情報の収集に関しては、兵
庫県内（17）・新潟県内(9)・東京都内(8)の
自治体の過半が実施しているのに対し、埼玉
県内は、32自治体が実施していないと解答し
た。それぞれの要援護者の具体的な支援方法
の内容を定める避難支援プランの個別計画
に関しては、全ての要援護者に対して決定が
新潟県内の2自治体、一部に決定は兵庫県内
1自治体、東京都１自治体であり、ほとんど
の自治体で個別支援計画の作成が進んでい
る状況が明らかになった。発災時の人的対応
の整備、救助・救出体制の整備、避難所にお
ける介護サービスの整備など、具体的な非
難・支援の内容に関しても、ほとんどの自治
体が「計画・検討中」と解答していた。 
④結 論 
 各自治体の要援護者支援対策は、端緒につ
いたところであり、具体的な内容は、ほとん
ど整備されていない状況が明らかになった。
要援護者情報の収集にあわせて、それぞれ自
治体に暮らす要援護者がどのようなニーズ
を有しているか早急に把握し、具体的な支援
内容を整備していく必要がある。 
 
(2) 通院患者への支援 
①緒 言 
大規模災害時には日常生活やインフラの
破綻により、外来通院患者の治療継続が困難
となることが指摘されている。平成１８年７
月鹿児島県北部豪雨災害の被災地において
アンケート調査を実施し、1）外来通院患者
の服薬継続の被害に関連する要因を分析し、
２）さらにこれらの被害と被災後の主観的健
康感との関連を分析した。 
②方 法 
豪雨災害の被災地となった鹿児島県S町M
地区の医師会所属医療施設15施設のうち、
協力の得られた9施設において、自記式調査
票を用いて調査を実施した。調査票の配布期
間は平成19年1月23-30日とし、この間に
各施設を受診した全外来患者を調査対象と
した。質問項目は、被災前後の通院状況、服
薬状況、被災前後の主観的健康感、避難の有
無、建物やライフラインなどの被災状況、過
去の被災経験、被災前の防災行動、および年
齢、性別などの基本属性とした。 
③結 果 
延べ外来受診者3352人中1004人(30％)か
ら回答が得られ、年齢、性別、住所に欠損値
のない810人（24％）を有効回答とした。487
人が被災当時に外来通院し薬剤を処方され
ていた。被災によるこのうち服薬中断につい
て回答が得られた309人を分析対象とした。
分析対象者の平均年齢は73歳、女性が202
人(65％)であり、１回以上服薬を中断したの



 

 

は29人(9％)であった。服薬中断の割合は避
難した群(23％)で、避難しなかった群(3％)
に比べて高くなっていた(p＜0.001)。避難し
た群102人について服薬中断と各因子との関
連について、性、年齢、被害の程度の影響を
調整してオッズ比(OR)を求めたところ、75歳
以上の高齢者（OR 3.6、95%信頼区間
(CI)1.0-12.6）と介護保険受給者（OR 4.6, 
95%CI 1.1-19.1）で服薬中断をきたしやすい
傾向がみられた。これに対して、高血圧患者
(OR 0.2, 95%CI 0.1-0.8)、被災前から薬を
すぐに持ち出せるようにしていた患者（OR 
0.2, 95%CI 0.03-0.8）では服薬中断をきた
しにくい傾向が見られた。また、服薬中断が
あった患者では被災後1ヶ月の主観的健康感
が有意に悪化していた(OR 4.5, 95%CI 
1.2-17.6)。 
④結 論 
通院患者が被災した場合、避難した群、75
歳以上の高齢者、介護保険受給者で服薬中断
のリスクが高いことが示された。また、「薬
をすぐに持ち出せるようにしておく」という
備えの行動が災害後の服薬継続に効果があ
ることが示された。通院患者への支援を行う
にあたっては、高リスク群に配慮した対策、
ならびに薬の適切な保管方法についての指
導が望まれる。 
 
(3) 慢性疾患患者への支援 
①緒 言 
近年、特に先進国での自然災害において、
被災による直接的影響、また医療の継続的受
療困難、服薬中止などの要因により、慢性疾
患の症状が悪化することが指摘されている。
関節リウマチ(RA）患者においても、自然災
害を契機に関節痛が増悪したなどの報告が
あるが、災害に関連した健康状態の変化やそ
のリスク因子に関する実証的研究は少ない。
本研究では、慢性疾患の一例として関節リウ
マチに着目し、被災前後での患者の症状の変
化について分析した。 
②方 法 
調査対象は、あるRA患者の全国団体に所
属する患者(17,834人）のうち、2007年1月
の時点で2004年1月から2006年12月まで
に災害救助法が適用された自治体(113ヶ所）
に住所を登録していた1,477人とした。調査
は自記式調査票を用いて2007年2月に郵送
法により実施した。RA患者の症状の指標とし
て日常動作8項目についての質問からなる
Modified Health Assessment Questionnaire 
(MHAQ)スコア(0－3点で点数が高いほど障害
が強い）を用いた。被災後1ヶ月および6ヶ
月のADLについては、MHAQの各項目について、
被災前と比較して「良くなった」、「変わらな
い」、「悪くなった」の3段階で評価し、各-1
点、0点、+1点として8項目の平均値が0点

未満の群をADL悪化群と定義した。本研究で
は、回答の得られた対象者のうち、災害救助
法適用災害に被災し、かつ被災時にすでにRA
の治療中であった者を分析対象とした。被災
後1ヶ月および6ヶ月のADL悪化の有無を従
属変数、被災前のADLを独立変数として、被
災前のADLに応じた被災後のADL悪化につい
てのオッズ比(OR)を求め、カイ二乗検定を行
った。 
③結 果 
718人(49％)から回答が得られ、年齢・性
別に欠損のない有効回答は661人(45％)であ
った。うち343人(52％)が対象災害に被災し、
238人(69％）がすでにRA治療中であった。
このうち男性(17人)および主要項目に欠損
のあった者を除いた179人を分析対象とした。
平均年齢は59歳で、被災前のMHAQスコアの
中央値(10-90パーセンタイル値）は
0.625(0.0-2.0）、1ヶ月後のADL悪化群は24
人(13％)、6ヶ月後のADL悪化群は21(12％）
であった。MHAQスコア0-0.625の群を被災前
ADL良好群、同スコア>0.625の群をADL不良
群としたところ、ADL不良群ではADL良好群
と比較して1ヶ月後（OR 4.0, 95%信頼区間
(CI) 1.5-11.1）、6ヵ月後（OR 4.4, 95%CI 
1.5-13.0）のADLが有意に悪化する傾向がみ
られた。 
④結 論 
相対的にADLが不良なRA患者では、自然
災害への被災を通じてADL悪化をきたしやす
い傾向が認められた。RA患者でADL悪化の原
因としては、治療が不十分であることの他に、
十分な安静が取れないことやストレスなど
が考えられる。今後の災害対策として、ADL
に問題がある患者に対しての、避難所などで
の医療および生活支援の充実が求められる。 
 
(4) 情報障害者への支援 
①緒言 
 災害発生時に、肢体不自由と異なった支援
ニーズを持つ者として、聴覚および視覚に障
害を持つ人があげられる。これらの人々は情
報入手能力がきわめて限定されており、発災
時の状況把握、避難誘導、避難所での情報入
手に支障をきたしてしまう。本項では、聴覚
障害者、視覚障害者に焦点を当て、災害発生
時のニーズに関するアンケート調査結果を
報告する。 
②方法 
 視覚障害者団体、聴覚障害者団体を通じて、
調査を依頼した。その結果、視覚障害者103
人、聴覚障害者26人から解答が寄せられた。
視覚障害者に対しては、視覚能力に応じて、
点字および墨字の調査用紙を作成し、郵送で
送付した。自記入および本人の解答が困難な
場合には家族による記入とした。 
 



 

 

③結果 
 まず、視覚障害者への調査の結果を報告す
る。障害の程度は「１級手帳」保持者が全体
の78.4%、使用している文字は「点字」が最
も多く56.7%を占めた。歩行方法については、
「白杖を使用して歩行」44.4%、次いで「ひ
とり歩き」が31.5%を占めた。平時の備えに
関しては、物品、環境、連絡手段について質
問した。物品の整備（複数回答可）に関して
は、「ラジオ」が最も多く95.0%、「携帯電話」
80.2%、「テレビ」55.4％であった。家の中の
環境整備に関しては、「家の中の生理整頓」
が最も多く51.3%、「避難用持ち出し袋の準
備」40.0％、「家具の固定」35.5%と解答した
者が多い。家族との連絡手段については「電
話で連絡する約束をしている」と答えた者が
52.0％を占めた。次いで、現行制度の認知状
況について質問した。現在居住している地域
での避難場所の認知状況に関しては、「場所
は確認してあり、ひとりでも行ける」と答え
た者が35.3％、次いで「場所は確認してあり、
随行者がいれば行ける」が23.5%であった。 
災害時要援護者リストへの登録に関しては、
「案内があり、登録した」と答えた者が52.6%
と過半を占める一方、「案内があったが登録
しなかった」「案内は無かったので登録して
いない」と答えた者が同率21.1％であった。
避難時のニーズについて質問したところ、発
災時の情報入手手段に関しては、「テレビ・
ラジオなどのメディア」が97.1％を占め、避
難所までの移動手段に関しては、「同居家族
の誘導」60.8%、「近所の人の誘導」53.9%と
答えた者が多かった。避難所でのニーズに関
しては、物的環境整備について「避難所内で
の音声案内設備の設置」を望む者が76.0％、
人的対応については「情報の伝達」92.2％、
「避難所内の案内」91.2%、「移動の補助」
84.3%という結果であり、多くの者が慣れて
ない避難所での生活に人的な対応を求めて
いる状況が明らかになった。 
 次に聴覚障害者への調査結果を報じる。障
害の程度は「６級」が最も多く42.1%、次い
で「２級」が31.6%を占める。なお、障害者
手帳を所持していない者も26.9％いる。他人
とのコミュニケーションの手段（複数回答）
については、「筆談」「手話」「口語」「聴覚活
用」がいずれも70%前後であり、様々な手段
を活用してコミュニケーションを成立させ
ている。災害発生時に対する平時の備えとし
て、物品に関しては、「携帯電話」84.6%、「Ｆ
ＡＸ」73.1%、「インターネット」69.2％と、
いずれも文字情報の確保が可能なものを整
備している。環境整備に関しても、「ＦＡＸ
の設置」が最も多く69.2%を占めた。発災時
の身内との連絡手段については「携帯メール
で連絡を取り合う」と答えた者が46.2%を占
めたが、「整備してない」と解答した者も

42.3％であった。現在居住している地域の避
難場所の認知状況に関しては、「場所は確認
してあり、ひとりでも行ける」が65.4%を占
めた。要援護者リストへの登録に関しては、
「案内があったが、登録しなかった」が半数
（50%）を占めている。「案内があり、登録し
た」と「案内は無かったので登録していない」
は同率25％であった。避難時のニーズに関し
ては、災害時発生時の情報入手手段について
は「パソコン・携帯電話のインターネットな
どIT機器」76.9%、「テレビの文字放送など
のメディア」65.4%を占めた。また、「身内・
近隣の人からの知らせ」と答えた者も50%い
た。避難所までの移動手段については、「ひ
とりで移動する」と答えた者が圧倒的に多く
73.1%、「同居している家族の誘導」が34.6% 
を占めた。避難所でのニーズについては、物
理的環境整備において「避難所内での文字表
示案内板の設置」を望む者が最も多く96.2%, 
人的対応に関しては、「要約筆記」80.0％、「手
話通訳」44.0％であり情報保障のサービスを
望んでいる状況が明らかとなった。 
④結 論 
 要援護者リストへの登録に関しては、視覚
障害者が50％程度の者が登録しているのに
対し、聴覚障害者では登録していない者が
75%に達していた。避難時および避難所での
ニーズに関しては、視覚障害者は音声での誘
導および人的対応を希望しているのに対し、
聴覚障害者は文字表示および手話通訳など
を求めている。各自治体は、こうした情報障
害者のニーズも把握しながら、要援護者支援
の内容を検討する必要がある。 
 
(5) 病院・医療サービスの整備 
①緒 言 
 病院は、災害発生時に負傷した被災者への
医療提供を期待される重要施設として位置
づけられている。とくにわが国で多発する地
震災害は、火災等と異なりある地域一帯が面
的に被害を被るという点で他の災害と異な
り、対策を十分に検討しておく必要性が高い。 
②方 法 
 (6)では、過去の大規模地震災害、とくに
大規模都市型地震である兵庫県南部地震
（1995年）により病院にもたらされた医療サ
ービス機能低下の要因について、病院の被害
に関する調査報告書１）２）の文献レビューによ
り取りまとめる。 
③ライフラインの寸断による影響 
 兵庫県南部地震では、都市機能を支える水
道・電気・ガスが停止することにより生活に
支障を来したが、病院の診療機能に対しても
大きな影響を与えた。 
 また電話が不通となり情報伝達に支障が
出て、その結果として病院での診療活動が円
滑に行われなかった例もある。被災地域のそ



 

 

れぞれの病院では、被害の程度に応じて連携
して効率的な医療提供を行うことが望まし
いが、混乱した災害時にはデマ・流言も広ま
るために、病院外部の被災状況について正確
な情報を獲得することが重要である。 
 これらライフラインの寸断に対しては、そ
れぞれの病院としては対策を立てることが
できない。従って復旧するまでは、個々の病
院では有効な代替手段を確保する等により、
独立して対応しなければならない。 
④二次部材・什器の被害 
 多くの病院において、カルテやレントゲン
フィルムを保管するラック、医局などにある
本棚、薬品棚が転倒して収納物が散乱したこ
とが報告されている。薬品瓶などガラス製品
が放り出されることにより、室内が混乱する
だけでなく危険で使用不可能な状況に陥っ
たという。つまり二次部材や什器の被害は、
医療提供を行う場所を混乱させ使用困難に
する可能性がある。 
 二次部材・什器は種類が多いこと、用途が
さまざまであること、関連業者が多岐に渡る
こと等の理由から、建築構造と異なり統一的
な耐震性能指針等を示すことは困難である。
しかし大型什器は強い地震動により転倒し、
人に危害を加える凶器となり得ることを考
えると、平常時における機能性と同時に安全
性の確保が必要である。二次部材・什器の被
害が医療機能を低下させることは避けなけ
ればならない。 
⑤建築設備の被害 
 大規模地震時には水道・電気・ガスなどの
インフラを病院内で用いるための建築設備
も損傷し、建物の基本的な機能が低下する。 
 兵庫県南部地震発生直後の病院では、水が
不足することで滅菌・検査・手術・洗浄など
が行えず、医療提供に支障をきたした例が報
告されている。 
 電気は停電時には非常用発電機により供
給されるが、非常用発電機が水冷式である場
合には、水の不足により使用不可能となった
事例が報告されている。これは電気と水の供
給が、ぞれぞれ無関係に計画されていたこと
によるものである。 
 エネルギーの供給については、都市部にお
いてはプロパンガスではなく都市ガスによ
りまかなっている。ガスの復旧は、火災の危
険がなくなるまで不可能なため、電気と比較
して遅くなるので、とくに入院患者への給食
に支障をきたしたことが報告されている。 
 またコンピュータに対する依存度が高ま
っているが、停電や端末処理機の落下・転倒
による破壊によりコンピュータが使用でき
なくなることで、事務作業にも支障が出た。 
 つまり、建築設備機器が機能の多くを支え
ている現在の病院では、建築設備機器が破壊
することで診療行為自体に支障が出るほか、

事務手続や患者の生活にも大きな支障が出
ることが明らかになっている。 
⑥医療設備の被害 
 固定式機器についてみると、床や壁にアン
カーボルトで固定されたものについては転
倒を免れた例が多いが、固定されていないも
のについては重量装置ですらも激しく移動
された例が報告されている。また手術や検査
のための天井吊り下げ式のアーム機器、モニ
タなどの据置式機器については、落下して衝
撃を受け故障した例があった。 
 ワゴンやベッドなどキャスター付きの可
動機器については、キャスターがロックされ
ているものでは転倒し、ストッパーのないも
のは転倒は免れたという報告がなされてい
る。しかしストッパーなしの場合は激しく動
き回ることにより、他の機器に衝突した例も
みられた。また可動機器では重心が高い位置
にあるものほど転倒危険性が高い。 
⑦結 論 
 以上、地震により病院の医療提供機能が低
下する要因について、ライフライン・二次部
材と什器・建築設備・医療設備という観点か
ら述べた。病院の機能は建築設備に対する依
存度が高く、医療機器自体が無傷にも関わら
ず、ライフラインおよび病院内の建築設備の
被害により、事実上使用不可能となった例が
みられたことを示した。 
 病院における地震対策は、医療機能を維持
することを目指すべきであり、そのためには
医療機器・什器自体の耐震性能を高めること
（メーカーによる対策）、設置に際しての工
夫（設計・施工者による対策）、そして整理
整頓など使用に際しての対策（病院運営者・
ユーザーによる対策）というように、各段階
での対策を総合的に行う必要があると思わ
れる。 
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(6) まとめ 
本研究では、各地方自治体の要援護者支援
体制整備の現況把握、要援護者として通院患
者・慢性疾患患者・情報障害者のニーズ把握、
病院・医療サービスの整備に関する調査を実
施した。その結果、①自治体における体制整
備は開始されたばかりであり、多くの自治体
が検討・計画中であること、②通院患者、慢
性疾患患者など医療サービスが必要な者に
ついては、発災時および避難生活中の医療の
継続が課題であること、③情報障害者に関し
ては、文字表示、音声案内、人的な対応での



 

 

情報保障が必要であること、④災害時の医療
機能維持の観点から病院の環境整備を実施
する必要があること、が明らかになった。 
 今後はより広範な要援護者を対象とした
ニーズ調査を実施し、自治体が要援護者支援
施策を策定する際に利用可能な災害時要援
護者のQOL指標の開発に努めていきたい。 
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